
延滞金・加算金

■延滞金

　　税金を納期限までに納めないときは、納期限の翌日から納税の日までの期間に応じて次に掲げる額
 の延滞金が課されます。

　〈平成２６年１月１日以降の期間に対応する延滞金〉

延滞金 本則 特例 延滞金特例基準割合

納期限の翌日から
１か月を経過する日まで

７．３％ (延滞金特例基準割合)＋１．０％

１か月を経過する日の
翌日から納税の日まで

１４．６％ (延滞金特例基準割合)＋７．３％

　〈平成２５年１２月３１日までの期間に対応する延滞金〉

延滞金 本則 特例 特例基準割合
納期限の翌日から

１か月を経過する日まで
７．３％ 特例基準割合

１か月を経過する日の
翌日から納税の日まで

１４．６％
特例基準割合の
適用はありません。

■加算金

　　県民税利子割、県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、法人事業税、県たばこ税、ゴルフ場利用
 税、軽油引取税、核燃料税、産業廃棄物税について、事実より少なく申告したり、
 申告をしなかったり、税を免れようとした場合に加算金が課されます。

過少申告加算金

増差税額の１０％
※増額した税額が納期限内に申告した税
額又は、５０万円のいずれか多い額を超え
る場合は、その超える分の５％を更に加算
します。

不申告加算金

納める税額の１５％
※納める税額の１５％に該当する場合で、
納めるべき税額が５０万円を超える場合は
その超える分の５％を更に加算します。

ただし、決定があることを予知しないで納期
限後に申告した場合は５％です。

重加算金

【納期限内に申告をしている場合】
増差税額の３５％
【納期限後に申告をした場合、又は申告を
しなかった場合】
納める税額の４０％

■加算金の加重措置

　　短期間に繰り返して無申告又は仮装・隠蔽が行われた場合に加算税の割合が加重される措置が設け
 られました。

　　過去５年以内に同じ税目に対して無申告加算金又は重加算金を課された事がある場合、加算金の割
 合に１０％加重されます。

国内銀行の貸出約定金利の月平均（前々年
９月～前年８月)＋１．０％です。
令和８年中における延滞金特例基準割合は
１．８％です。

当該期間の属する各年の前年の１１月
３０日を経過するときにおける商業手形
の基準割合率に４％を加算した率です。

申告書を納期限内に提出し
た場合で、その申告が実際よ
り少額なため、後日増額の申
告をした場合、又は増額の更
正を受けた場合

二重帳簿を作る等して、故意
に税を免れようとした場合

納期限後に申告し、更正処分
を受けた場合、又は申告しな
かったため決定処分を受けた
場合
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